
別紙６                   随意契約をすることができる場合に 

                         該当することの説明書 

 地方自治法施行令第167条の２第１項第５号 

 により随意契約をすることができる場合 
  今回の契約が左に該当すること等の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急の必要により競争入札に付することが

できないとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 見積合せをしていたのでは、時期を失し、 

  契約の目的を達することができないことの 

  説明 

 

行政棟３階及び２０階の会議室では、補助モ

ニターとして映像音響モニターを使用する予

定であったが、全庁的な数量調整により不足す

ることが判明したため、デジタルサイネージモ

ニターを兼用で使用することとした。 

本工事は、デジタルサイネージモニターを補

助モニターとして使用できるように変換ユニ

ットを追加する工事である。 

１月の移転後に対象会議室で一般来庁者を

招いての会議があり、１２月中にデジタルサイ

ネージモニターを会議室映像音響設備と接続

して利用できるようにする必要があるため、速

やかに契約し工事を行う必要がある。 

 

２ 特定の者を選定した理由 

 

 「東光電気工事株式会社」は、今般完成した

「岐阜県庁舎行政棟電気設備工事」の施工者で

ある「東光・川北・ホクエー・杉浦特定建設工

事共同企業体(以下「ＪＶ」という)」の代表構

成員である。 

 「東光電気工事株式会社」はＪＶの代表構成

員として、対象建築物の電気設備工事の中心的

役割を担い、対象建築物全体及び今回の施工部

分を総合的に最もよく把握する者であり、本契

約の目的を達することができるのは、この者し

かない。 

  備考 この様式により難いときは、 必要な事項を含む適宜の様式によることができる。 


